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「コバトンサイクル工場」の経済波及効果 ～企業立地版ツールの利用例～ 

 

埼玉県での自転車利用ムーブメントの拡大により、「コバトンサイクル工

場」が立地するとしたら経済波及効果は・・・？ 

経済波及効果分析ツール（企業立地版）を使って、計算してみましょう。 

 

企業立地の経済波及効果は、次のような手順で求めていきます。 

 

＜手順１＞企業の建設費や操業開始後の年間生産見込額等の確認 

企業立地の経済波及効果を計算するには、以下の情報を把握する必要があります。  

 

表１ 「コバトンサイクル工場」に関する情報 

項目 金額等 

土地造成費   １００百万円 

工場建築費 １，０００百万円 

設備投資費   ７００百万円 

操業開始後の生産品目と品目ごとの

年間生産額 

生産品目：自転車 

年間生産額：９００百万円（見込） 

 

 

＜計算手順＞ 

１ 企業の建設費や操業開始後の年間生産見込額等の確認 

２ 分析ツールへの入力 

Ｑ．生産額とは何ですか？ 

Ａ．立地企業が製造業で在庫はないと考えれば、製品出荷額・売上高とほぼ同じ概念です。  

 ただし、立地企業が卸小売業の時は、生産額（粗利）＝売上高－仕入原価  となります。 

 卸小売企業の生産額を出したい場合は、本ツールの「粗利率」シートを利用してください。  

＜例：立地企業が医薬品卸売業＞ 

 「粗利率」シートで売上高（販売額）の欄に金額を入力すると、粗利が計算されます（例えば

売上高100,000千円と入力すると粗利は19,486千円）。この金額を「入力」シートの「511 商

業」の生産額に入力します。 

 

令和３年経済センサス活動調査　企業等に関する集計

百万円 百万円 百万円 D=C÷A 千円 千円

55   その他の卸売業 57,771,617 45,604,087 12,167,530 0.210614

551      家具・建具・じゅう器等卸売業 3,886,712 2,885,086 1,001,626 0.257705

552      医薬品・化粧品等卸売業 24,956,383 20,093,266 4,863,117 0.194865 100,000 19,486

553      紙・紙製品卸売業 6,234,435 5,366,752 867,683 0.139176

559      他に分類されない卸売業 22,694,088 17,258,984 5,435,104 0.239494

産業分類

売上額
（販売額）

粗利
A.売上

(収入）金額
B.（費用）
売上原価

C=A-B
粗利

売上金額に対
する粗利率

埼玉県マスコット「コバトン」 
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＜手順２＞分析ツールへの入力 

次に表１の内容を分析ツールに入力していきます。 

 

① 「入力」シートを開いてタイトルを入力します。(以下、入力部分は赤字にしています。) 
 

 

② 土地造成費と工場建築費を入力します。 

 

 

③ 次に設備投資額と生産額を入力しますが、それには「自転車工場」の部門分類を調べる必

要があります。 

 

 

  

単位：千円

区　　分 金額

①　土地造成費 100,000

②　工場建築費 1,000,000

　 区　分

011 耕種農業

012 畜産

013 農業サービス

015 林業

017 漁業

061 石炭・原油・天然ガス

062 その他の鉱業

111 食料品

112 飲料

③設備投資額 ④生産額
  106部門分類

産業連関表Code・部門分類とは 

産業連関表は、経済を構成する各産業間や家計の取引状況をまとめた表です。各産業は生

産活動単位で分類され、Codeと部門名が付されています。 

経済波及効果分析ツール（企業立地版）は産業を１０６の部門に分けた産業連関表を用い

て波及効果を計算し、立地した企業によってどの産業部門の生産が誘発されるのかを分析す

るものです。 

どの産業部門に入力するかによって経済波及効果の大きさも誘発される産業も変わります。  

？
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④ Codeと部門名を確認したい場合は、「定義」シートをクリックします。自転車は「Code 

359  その他の輸送機械・同修理」という部門であることが分かりました。 

 

※ 「定義」シートの例示品目から該当する部門を探すには、エクセルの「検索」機能を使う

とよいでしょう。ただ、その品目が様々な材質で生産されている場合、複数の部門がヒッ

トすることになります。 

例えば「コップ」で検索すると、「164紙加工品」「221プラスチック製品」「253陶磁

器」の３つで抽出されます。実際に生産予定のコップの材質で部門を判断します。 

 

⑤ 「入力」シートにもどり、「Code359  その他の輸送機械・同修理」のところに設備投資

額と生産額を千円単位で入力します。 

 

 

　 区　分

354 船舶・同修理

359 その他の輸送機械・同修理 700,000 900,000

391 その他の製造工業製品

392 再生資源回収・加工処理

③設備投資額 ④生産額
  106部門分類
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＜分析結果＞ 

分析結果は「報告書」シートに次のように表示されます。次のページでこの見方を説明して

いきます。 

 

最終需要
増加額

直接効果
第１次

間接効果
第２次

間接効果
総合効果

生産誘発倍率
(対最終需要)

生産誘発倍率
(対直接効果)

粗付加価値
誘発額

雇用誘発人数
(うち直接効果)

① ② ③ ④ ⑤=②+③+④ ⑥=⑤÷① ⑦=⑤÷② ⑧ ⑨

8.8
(5.3)
92.3

(59.5)
23.1

(14.8)
124.2
(79.6)

　 36.9
(22.7)

単位：千円 単位：千円

No 直接効果 第１次間接効果 第２次間接効果 総合効果

1 1,100,000 2,419 1,436 1,103,855
2 151,908 528 9,559 161,995
3 27,342 52,929 60,689 140,959
4 3,411 99,191 15,668 118,270
5 460 46,858 417 47,734
6 0 14,737 29,961 44,699
7 0 15,189 26,843 42,032
8 2,167 25,642 14,178 41,987
9 0 978 35,404 36,383

10 7,843 10,138 15,827 33,808
11 0 29,371 100 29,471
12 25,633 679 52 26,364
13 17,721 1,204 281 19,206
14 0 38 19,118 19,156
15 0 6,353 10,474 16,827
16 0 551 11,811 12,362
17 9,433 1,851 29 11,313
18 0 4,303 5,202 9,504
19 100 6,355 1,124 7,579
20 0 6,834 55 6,889

3,285 70,886 118,389 192,560
1,349,302 397,034 376,619 2,122,955

単位：千円 単位：千円

No 直接効果 第１次間接効果 第２次間接効果 総合効果

1 900,000 29,937 414 930,351
2 0 37,284 13,878 51,162
3 0 13,834 3,583 17,417
4 0 14,024 13 14,036
5 0 5,047 6,139 11,185
6 0 7,494 3,242 10,736
7 0 2,250 6,852 9,102
8 0 111 8,096 8,207
9 0 5,629 2,395 8,024

10 0 6,723 18 6,741
11 0 1,393 3,619 5,012
12 0 13 4,372 4,385
13 0 3,169 64 3,233
14 0 3,027 95 3,123
15 0 2,679 394 3,074
16 0 11 2,701 2,712
17 0 1,934 764 2,698
18 0 2,440 108 2,548
19 0 2,102 400 2,502
20 0 1,271 1,189 2,460

0 12,229 27,789 40,018
900,000 152,600 86,126 1,138,726

●稼働前による投資（土地造成、工場建築、設備投資）は、一時的なものであるため、波及効果の金額や雇用誘発人数は継続的ではない。
●稼働後による生産は、継続性があるため、波及効果の金額や雇用誘発人数は継続的である。

分析に利用した産業連関表と各種係数

●埼玉県産業連関表（2020年表）　106部門
・物価調整 2025年
・県民所得係数　 0.941023
・消費転換係数 0.784038

水道
その他

部　門

その他の製造工業製品
飲食料品
化学製品
プラスチック・ゴム製品

廃棄物処理

非鉄金属
情報通信
医療・福祉
電気機械
金属製品

輸送機械
商業
対事業所サービス
鉄鋼

合計

稼働後生産における波及効果上位20部門（39部門分類）

部　門

建設

金融・保険
運輸・郵便
対個人サービス
情報通信
窯業・土石製品

教育・研究
商業
対事業所サービス
金属製品
不動産

はん用機械
水道
パルプ・紙・木製品
鉄鋼
その他

生産用機械
電気機械
医療・福祉
電気・ガス・熱供給
飲食料品

241,787

376,619 2,122,955 1.18

金融・保険
運輸・郵便
不動産
対個人サービス
電気・ガス・熱供給

合計

稼働
後

生　　産 900,000 900,000 152,600 86,126 1,138,726 1.27 1.27

稼働前投資による波及効果上位20部門（39部門分類）

計 1,800,000 1,349,302 397,034

1.57 804,306

設備投資 700,000 249,302 68,727 70,756 388,785 0.56 1.56 209,510

工場建築 1,000,000 1.57

稼
働
前
投
資

1.57 1,102,437

コバトンサイクル工場の経済波及効果

試算結果
単位：千円、倍、人

1,000,000 297,685 274,348 1,572,033

土地造成 100,000 100,000 30,622 31,515 162,137 1.62 1.62 88,621

項　目

0
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 まず「試算結果」で使われている用語の意味を理解していただくため、「経済波及効果と

は何か」を図に表すと以下のようになります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「総合効果」欄に記載された額が経済波及効果総額です。コバトンサイクル工場については、

稼働前投資（土地造成、工場建築、設備投資）と稼働後（生産）に分けて算出しています。  

「稼働前投資額１８億円の経済波及効果は約２１億円、誘発倍率は１.１８倍。稼働後の生産

９億円による経済波及効果は約１1億円、誘発倍率は１.２７倍」ということになります。 

稼働前投資と稼働後生産の経済波及効果は同時発生するわけではないため、合算していませ

ん。また稼働前投資の経済波及効果は投資時点だけに発生しますが、稼働後生産の経済波及効

果は毎年同様に操業されれば継続して発生します。 

「粗付加価値誘発額」は「総合効果」から原材料等の中間投入を控除した額であり、県内総

生産（県ＧＤＰ）に近い概念です。 

「雇用誘発人数」は、産業連関表の付帯表である「雇用表」をもとに、各産業が誘発された

生産を行うために投入した労働量を人数で表したものです。 

そして「波及効果上位２０部門（３９部門分類）」は、企業立地がどのような産業の生産を

誘発するのかを分析するためのものです。  

県内産業の増加 

（消費増に関連する産業の生産誘発） 

＝最終需要増加額 

＝直接効果 

＝第１次間接効果 

＝第２次間接効果 

総合効果＝直接効果＋第１次間接効果＋第２次間接効果 

所得の増加 

（直接効果・第1次間接効果による所得の増加） 

県内他産業への生産波及 

（原材料となる産業の生産誘発） 

県内産業の需要増加 

（発生した需要のうち県内産業の需要増加額） 

需要の発生 

(事業実施により発生する需要増加額) 

消費の増加 

（所得が増加したことによる消費額の増加） 
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以上、コバトンサイクル工場の経済波及効果について見てきましたが、計算手順等を知りた

い場合は、「フローチャート」や「波及」シートを参照してください。 

また、産業連関表についてさらに詳しく知りたい場合は、ホームページに掲載している「産

業連関表利用の手引」や「経済波及効果とは？」も御覧ください。 

 

 

 

 

 

Ｑ．報告書をみると、「土地造成」「工場建築」「生産」は最終需要増加額と直接効果が同額な

のに「設備投資」は最終需要増加額より直接効果が小さくなっており、誘発倍率も低いです。こ

れは何故ですか？ 

 

Ａ． 

産業連関表では「土地造成」や「工場建築」などの建設部門は、県内の建設現場における生産

活動を県内生産として定義しています。したがって県外の建設業者が請け負った建設事業であっ

たとしても、その建設現場で行われた生産活動とみなされ、自給率は１００％となります。 

また、「生産」は県内のコバトンサイクル工場での生産活動そのものですから、当然自給率は

１００％であり、最終需要増加額＝直接効果 になります。 

一方、「設備投資」は建設のような取扱いをしません。設備投資に値する製品 

は、県外産も考えられるため（自給率は１００％ではないため）、波及効果は県 

外へ漏れ出すことになります。このため、「最終需要増加額  ＞ 直接効果」と 

なり、誘発倍率も低くなります。 

Ｑ．報告書の下のほうに「県民所得係数」「消費転換係数」と書いてありますが、これは何ですか？ 

 

Ａ． 

 「県民所得係数」：生産誘発により雇用者所得が増加した時、ここには県外に住んでいる雇用

者の所得も含まれています。「県民所得係数」はこれを取り除くための係数です。（県内に住

んでいる雇用者が県内で消費するとみなすため）  

 

 「消費転換係数」：雇用者はもらった所得を全額消費するとはかぎりません。所得のうち消費

に回る額を計算するための係数が「消費転換係数」です。  

埼玉県マスコット「コバトン」  

埼玉県マスコット「コバトン」 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a152/2020io-main.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a152/2020io-main.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a152/hakyumain.html

